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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第２四半期連結
累計期間

第63期
第２四半期連結
累計期間

第62期
第２四半期連結
会計期間

第63期
第２四半期連結
会計期間

第62期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

営業収益（千円） 2,366,5781,723,3401,089,113845,7964,507,428

経常損失(△)（千円） △809,486△952,838△402,954△472,711△1,561,779

四半期（当期）純損失(△)

（千円）
△120,549△808,491△349,701△410,891△1,122,106

純資産額（千円） － － 18,291,47015,739,47816,843,938

総資産額（千円） － － 30,060,77623,743,63126,605,568

１株当たり純資産額（円） － － 1,590.731,405.141,496.10

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△)（円）
△12.35 △85.60 △35.86 △43.51 △116.04

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 51.4 55.9 53.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△682,003△706,349 － － △2,542,258

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
278,897 563,222 － － 806,860

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△150,610△95,137 － － △207,272

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 4,509,4462,882,0893,121,130

従業員数（人） － － 396 346 368

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期(当期）純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社小林洋行(E03723)

四半期報告書

 2/27



２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 346 (42)

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含むほか、常

用パートを含む。）であり、臨時雇用者数（嘱託・雇員・歩合外務員及び人材会社からの派遣社員を含む。）は（　

　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 89 (4)

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外からの出向者を含むほか、常用パートを含む。）であ

り、臨時雇用者数（嘱託・雇員・歩合外務員及び人材会社からの派遣社員を含む。）は（　　）内に当第２四半期会

計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【営業の状況】

　当社グループは、商品先物取引業を主業務としており、通常の記載形式によることが困難であるため、営業の状況に

つきましては、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に含めて記載しております。

　

２【事業等のリスク】

当社グループの営業収益の大半を占めている商品先物取引業界は、商品取引所法が改正されて以降、市場の流動性

の低下が顕著となり、全国商品先物取引所総売買高が平成16年３月期をピークに連続して前年度を下回るという未曾

有の経営環境に直面しております。当社グループにおきましても、平成21年３月期まで３期連続して営業損失を計上

し、営業キャッシュ・フローも２期連続してマイナスとなっております。このような経営環境は平成22年３月期に

入っても継続しており、当第２四半期連結累計期間において1,010百万円の営業損失を計上し、また、営業キャッシュ

・フローも706百万円のマイナスとなっております。

これにより、当社グループには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

   

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。　

（1）業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な景気減速に底打ちの兆しが見えはじめているもの

の、円高の進行が企業業績に影を落とし、雇用情勢や所得の悪化などの影響により個人消費の低迷が続く厳しい環

境にありました。

当社グループの主たる事業である商品先物取引業においては、国内景気の低迷による投資マインドの減退や市

場規模の縮小が続いております。また、㈱東京工業品取引所において発生した新システムのトラブルの影響や、市

場参加者の減少に伴い流動性の回復が見込まれない現状から取引を敬遠する傾向が多く見られたこともあり、全

国商品取引所総売買高は16,114千枚（前年同四半期比37.7％減）と依然として低水準で推移しております。

　このような事業環境のもと、当社グループの収益の大半を占めている商品先物取引部門は、総売買高が714千枚

（前年同四半期比9.8％減）となりましたが、委託売買高におきましては、手数料の割安なインターネット取引の

増加を主な要因として287千枚（前年同四半期比9.3％増）と回復傾向にあります。

　これらの結果、当第２四半期連結会計期間は受取手数料の伸び悩みに加えて、自己ディーリング部門の不調が大

きく影響し営業収益は845百万円（前年同四半期比22.3％減）と大幅に減少しました。一方、人件費等を中心に経

費の削減を行った結果、営業費用は1,344百万円（前年同四半期比11.5％減）となりましたが、営業収益の落ち込

みをカバーするまでには至らず経常損失は472百万円（前年同四半期は経常損失402百万円）となり、当第２四半

期連結会計期間の四半期純損失は410百万円（前年同四半期は四半期純損失349百万円）となりました。

事業の種類別セグメント別の状況は次の通りです。　

① 投資・金融サービス業　

当第２四半期連結会計期間の投資・金融サービス業の営業収益は769百万円（前年同期比25.6％減）、営業損

失511百万円（前年同期は営業損失424百万円）となりました。　

（受取手数料）　

商品先物取引部門は477百万円（前年同期比20.9％減）に止まり、外国為替証拠金取引部門と証券業部門が共

に伸び悩んだことから総受取手数料は511百万円（前年同期比20.6％減）となりました。

（売買損益）　

商品先物取引部門は低調な売買高のなか売買機会に恵まれず101百万円（前年同期比42.6％減）と大幅な減収

となりました。また、証券業部門は113百万円（前年同期比14.0％増）となったものの、外国為替証拠金取引部門

が35百万円（前年同期比60.5％減）と苦戦を強いられた結果、売買損益は250百万円（前年同期比31.7％減）と

なりました。

（その他）　

その他の金融収益等は７百万円（前年同期比68.6％減）となりました。
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　当第２四半期連結会計期間における投資・金融サービス業の営業収益は、次のとおりであります。　

イ．受取手数料

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

商品先物取引 　 　

 現物先物取引 　 　

  農産物市場  144,915 △38.0

  砂糖市場  2,213 △55.4

  貴金属市場  239,126 △19.3

  アルミニウム市場  42 △50.3

  ゴム市場  6,091 △37.2

  石油市場  83,148 43.6

 小計 475,537 △21.1

 現金決済取引 　 　

  石油市場  765 △8.2

  貴金属市場  1,516 434.8

 小計 2,281 104.1

商品先物取引計 477,818 △20.9

外国為替証拠金取引 25,016 △21.6

証券業 460 △85.6

生命保険販売手数料 8,557 64.0

その他 1 －

合計 511,854 △20.6

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

ロ．売買損益

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

商品先物取引   

 現物先物取引   

  農産物市場  3,633 －

  砂糖市場  △1,621 －

  貴金属市場  67,233 △31.8

  アルミニウム市場  － －

  ゴム市場  17,609 △53.7

  石油市場  △70,613 －

 小計 16,242 △88.6

 現金決済取引 　 　

  石油市場  84,472 160.8

  貴金属市場  518 △36.4

 小計 84,990 156.0

商品先物取引計 101,232 △42.6

外国為替証拠金取引損益 35,782 △60.5

証券取引等売買損益 113,448 14.0

合計 250,464 △31.7

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

ハ．その他

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

金融収益 7,594 △68.8

その他 44 －

合計 7,638 △68.6

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　
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　当社グループの商品先物取引の売買高に関して当第２四半期連結会計期間中の状況はつぎのとおりであります。

ニ．商品先物取引の売買高の状況

市場名 委託（枚）
前年同四半
期比(％)

自己（枚）
前年同四半
期比(％)

合計（枚）
前年同四半
期比(％)

現物先物取引 　 　 　 　 　 　

農産物市場 81,431△24.0 42,302 16.3 123,733△13.8

砂糖市場 2,188 △49.2 68 518.2 2,256 △47.7

貴金属市場 95,964 31.8 281,130 30.7 377,094 31.0

アルミニウム市場 171 98.8 －　 －　 171 98.8

ゴム市場 13,847△43.9 53,322△67.9 67,169△64.8

石油市場 82,024 71.7 31,044△50.7 113,068 2.0

小計 275,625 7.3 407,866△15.1 683,491△7.3

現金決済取引 　 　 　 　 　 　

石油市場 1,379 20.9 3,254 △93.2 4,633 △90.6

貴金属市場 10,890 111.8 15,7227,532.0　 26,612 397.7

小計 12,269 95.3 18,976△60.7 31,245△42.7

合計 287,894 9.3 426,842△19.3 714,736△9.8

　(注）商品先物取引における取引の最低単位を枚と呼び、例えばNon－GMO大豆１枚は10トン、金１枚は１㎏というよ

うに１枚当たりの数量は商品ごとに異なります。

　当社グループの商品先物取引に関する売買高のうち当第２四半期連結会計期間末において反対売買により決済さ

れていない建玉の状況はつぎのとおりであります。

ホ．商品先物取引の未決済建玉の状況

市場名 委託（枚）
前年同四半
期比(％)

自己（枚）
前年同四半
期比(％)

合計（枚）
前年同四半
期比(％)

現物先物取引 　 　 　 　 　 　

農産物市場 8,695 △14.4 1,518 156.0 10,213 △5.0

砂糖市場 190 △80.3 －　 － 190 △80.3

貴金属市場 5,161 23.9 546 7.7 5,707 22.2

アルミニウム市場 35 600.0 － － 35 600.0

ゴム市場 354 87.3 154 △67.4 508 △23.1

石油市場 4,310 41.0 1,927 191.1 6,237 67.8

小計 18,745 1.1 4,145 85.5 22,890 10.2

現金決済取引 　 　 　 　 　 　

石油市場 72 46.9 379 9,375.0 451 750.9

貴金属市場 284 158.2 － － 284 153.6

小計 356 123.9 379 6,216.7 735 345.5

 合計 19,101 2.2 4,524 101.9　 23,625 12.8

② その他の事業　

当第２四半期連結会計期間におけるその他の事業の営業収益は75百万円（前年同期比40.3％増）、営業損失７

百万円（前年同期は営業損失23百万円）となりました。　

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

ゴルフ場関連事業 43,813 △8.2

太陽光発電機・オール電化機器等の販売事業 32,025 408.4

合計 75,839 40.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、当第1四半期連結会

計期間末に対して346百万円減少し、2,882百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、417百万円（前年同期は391百万円の支出）となりました。これは主に、税金等調

整前四半期純損失493百万円の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は、72百万円（前年同期は14百万円の支出）となりました。これは主に無形固定資

産（ソフトウェア）の取得による支出50百万円及び敷金及び保証金の回収による収入119百万円によるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、長期借入金の返済による支出89万円（前年同期は19百万円の支出）のみとなり

ました。

（3）業務上及び財務上の対処すべき課題　

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

該当事項はありません。

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と

見通しについて重要な変更はありません。　

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

① 資金状況

　当社グループの資金状況につきましては、（2）キャッシュ・フローの状況をご参照ください。

② 資産、負債及び純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前期末と比べ2,861百万円減少し、23,743百万円となりました。これは

主に差入保証金の減少1,489百万円によるものであります。

　負債総額は、前期末と比べ1,757百万円減少し、8,004百万円となりました。これは主に預り証拠金の減少1,044百

万円及びその他の流動負債の減少791百万円によるものであります。

　純資産額は、前期末と比べ1,104百万円減少し、15,739百万円となりました。これは主に四半期純損失808百万円と

配当金の支払94百万円によるものであります。　　

（7）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。しかしながら、ここ数年におけるわが国の商品先物取引事業を取り巻くビジネス環境の変化に鑑みると、

当社グループを取り巻く事業環境は、さらに厳しさを増すとの認識に立たざるをえません。

　当社グループといたしましては、収益力と内部統制機能を強化し、的確かつスピード感ある経営判断を執行する

ことにより早期の業績回復を図ってまいります。
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（8）継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象を解消するための対応策　

当社グループでは継続的な営業損失の発生または営業キャッシュ・フローのマイナスという状況から早期に脱

却するための改善策として、商品先物取引業の営業収益の改善を最優先課題と位置づけております。その対応策と

して東京・大阪といった大都市圏で経済セミナーを開催し、商品先物取引への理解を深めていただき、商品先物取

引を行うに相応しい優良な投資家の増大を図っております。また、提案型営業が可能な人材育成のためファイナン

シャルプランナーの資格取得を奨励することにより金融商品の知識の習得・向上を目指し、取引所の検定試験・

アドバイザー等の認定を受け、資産運用コンサルタントとしての最高の評価を受けることを目標に掲げ実施して

おります。外国為替証拠金取引業におきましても、店頭外国為替取引と取引所外国為替取引ともにその取引の主体

がインターネット取引であることから、広告媒体を有効活用することでより多くの個人投資家への認知度を高め

取引口座、取扱い数量の増大へ繋げてまいります。更に、個人投資家の多様化する投資スタイルに対応するため、新

たな選択肢として本年８月からＣＦＤ取引を開始しており、外国為替証拠金取引で培ったノウハウを最大限生か

して、早急に顧客基盤等の拡大に努めてまいります。

支出面に関しましては、諸経費の更なる見直しを行い可能な限り削減してまいります。これらのことを確実に実

行し、キャッシュ・フローの改善へとつなげてまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 27,000,000

計 27,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,094,644 10,094,644
東京証券取引所 

市場第一部
単元株式数100株

計 10,094,644 10,094,644 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

 　該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成21年７月１日

～平成21年９月30日
－ 10,094,644 － 2,000,000 － 887,445
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社東京洋行 東京都中央区佃2-1-1-5106 1,477 14.63

細金　鉚生 東京都中央区 1,431 14.18

日本アジアホールディングズ株式

会社
東京都千代田区丸の内2-3-2 549 5.44

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町2－2－1 463 4.59

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 330 3.26

共和証券株式会社 東京都中央区日本橋兜町8-3 312 3.09

細金　英光 東京都中野区 209 2.07

細金　成光 東京都中央区 205 2.03

CBNY-DFA INVESTMENT TRUST

COMPANY- JAPAN SMALL CO SERIES

(常任代理人シティバンク銀行株式

会社)　

1299 OCEAN AVENUE, 11F,SANTA

MONICA,CA 90401 USA

(東京都品川区東品川2-3-14)

　

177 1.75

細金　千恵子 東京都中央区 170 1.68

計 － 5,326 52.76

（注）１．上記のほか、当社所有の自己株式650千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.43％）があります。

　　　２．所有株式数の千株未満は、切り捨てております。

３．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在
区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　  650,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　9,443,400 94,434 －

単元未満株式 普通株式　  　1,244 － －

発行済株式総数 10,094,644 － －

総株主の議決権 － 94,434 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれています。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社小林洋行

東京都中央区

日本橋蛎殻町

一丁目15番5号

650,000 － 650,000 6.43

計 － 650,000 － 650,000 6.43

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 344 360 393 381 360 346

最低（円） 292 328 350 323 323 320

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表については公認会計士　寺山正義氏及び至誠監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半

期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１

日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については至誠監査法人による四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,028,070 10,655,041

受取手形及び売掛金 84,911 60,354

有価証券 79,355 30,000

商品及び製品 30,852 2,899

原材料及び貯蔵品 8,074 6,043

差入保証金 3,701,372 5,190,765

その他 2,516,694 3,104,992

貸倒引当金 △8,922 △17,678

流動資産合計 16,440,408 19,032,418

固定資産

有形固定資産 ※1
 3,911,796

※1
 3,976,894

無形固定資産

その他 357,380 272,168

無形固定資産合計 357,380 272,168

投資その他の資産

その他 3,084,978 3,376,321

貸倒引当金 △50,932 △52,234

投資その他の資産合計 3,034,045 3,324,086

固定資産合計 7,303,223 7,573,150

資産合計 23,743,631 26,605,568

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 36,459 12,783

未払法人税等 64,857 41,804

預り証拠金 6,340,887 7,385,527

その他 542,585 1,334,361

流動負債合計 6,984,789 8,774,477

固定負債

長期借入金 24,109 －

退職給付引当金 300,419 288,317

商品取引事故引当金 － 51,577

その他 469,483 439,699

固定負債合計 794,011 779,595

特別法上の準備金

商品取引責任準備金 203,923 186,129

金融商品取引責任準備金 21,428 21,428

特別法上の準備金合計 225,352 207,558

負債合計 8,004,153 9,761,630
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,000,000 2,000,000

資本剰余金 888,445 888,445

利益剰余金 10,591,066 11,494,003

自己株式 △454,320 △454,320

株主資本合計 13,025,192 13,928,129

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 245,782 201,963

評価・換算差額等合計 245,782 201,963

少数株主持分 2,468,503 2,713,844

純資産合計 15,739,478 16,843,938

負債純資産合計 23,743,631 26,605,568
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業収益

受取手数料 1,216,352 1,120,376

売買損益 974,732 412,974

その他 175,492 189,988

営業収益合計 2,366,578 1,723,340

営業費用 ※1
 3,251,909

※1
 2,733,854

営業損失（△） △885,331 △1,010,514

営業外収益

受取利息 22,911 17,005

受取配当金 33,805 20,055

賃貸料収入 － 13,460

その他 28,724 12,926

営業外収益合計 85,441 63,448

営業外費用

支払利息 19 195

賃貸収入原価 2,111 2,055

匿名組合投資損失 3,253 2,614

貸倒引当金繰入額 3,614 811

その他 597 95

営業外費用合計 9,597 5,772

経常損失（△） △809,486 △952,838

特別利益

前期損益修正益 167 －

貸倒引当金戻入額 － 11,519

商品取引事故引当金戻入額 － 18,577

投資有価証券売却益 197,200 1,565

役員退職慰労金戻入額 580,750 －

その他 13,213 5,691

特別利益合計 791,330 37,354

特別損失

固定資産除売却損 11,123 16,822

商品取引責任準備金繰入額 39,145 17,794

退職特別加算金 61,580 －

取引所会員権払戻損 － 13,500

その他 18,152 10,357

特別損失合計 130,002 58,474

税金等調整前四半期純損失（△） △148,158 △973,958

法人税、住民税及び事業税 49,850 55,188

法人税等調整額 32,736 △268

法人税等合計 82,586 54,919

少数株主損失（△） △110,195 △220,386

四半期純損失（△） △120,549 △808,491
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

営業収益

受取手数料 644,291 511,854

売買損益 366,449 250,464

その他 78,373 83,477

営業収益合計 1,089,113 845,796

営業費用 ※1
 1,518,800

※1
 1,344,650

営業損失（△） △429,687 △498,853

営業外収益

受取利息 13,052 8,008

受取配当金 1,064 3,656

賃貸料収入 － 5,885

償却債権取立益 7,520 －

その他 11,626 8,405

営業外収益合計 33,265 25,957

営業外費用

支払利息 － 145

賃貸収入原価 1,055 551

匿名組合投資損失 3,253 2,614

貸倒引当金繰入額 1,768 △3,523

その他 454 27

営業外費用合計 6,531 △184

経常損失（△） △402,954 △472,711

特別利益

前期損益修正益 44 －

貸倒引当金戻入額 － 4,619

投資有価証券売却益 39,855 1,565

商品取引事故引当金戻入額 △62,883 11,612

その他 8,100 －

特別利益合計 △14,883 17,798

特別損失

固定資産除売却損 10,158 16,822

商品取引責任準備金繰入額 20,622 △1,121

退職特別加算金 1,846 －

取引所会員権払戻損 － 13,500

その他 9,349 9,864

特別損失合計 41,976 39,065

税金等調整前四半期純損失（△） △459,813 △493,977

法人税、住民税及び事業税 26,140 25,306

法人税等調整額 △10,496 △2,551

法人税等合計 15,643 22,754

少数株主損失（△） △125,755 △105,841

四半期純損失（△） △349,701 △410,891
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △148,158 △973,958

減価償却費 94,468 105,309

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9,545 △10,058

退職給付引当金の増減額（△は減少） △168,274 12,101

商品取引責任準備金の増減額（△は減少） 39,145 17,794

商品取引事故引当金の増減額(△は減少) △223,615 △51,577

受取利息及び受取配当金 △56,717 △37,061

支払利息 19 195

固定資産除売却損益（△は益） － 16,822

投資有価証券売却損益（△は益） △196,969 △1,565

取引所会員権払戻損 － 13,500

売上債権の増減額（△は増加） △3,711 △21,747

差入保証金の増減額（△は増加） 3,257,855 1,489,393

委託者先物取引差金の増減額（△は増加） △1,285,206 298,560

預託金の増減額（△は増加） 401,000 －

預り証拠金の増減額（△は減少） △1,396,894 △735,264

受入保証金の増減額（△は減少） △80,180 △629,255

長期未払金の増減額（△は減少） △559,700 －

その他 △322,646 △199,505

小計 △659,129 △706,319

利息及び配当金の受取額 49,299 45,183

利息の支払額 △19 △195

法人税等の支払額 △90,037 △45,018

法人税等の還付額 17,883 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △682,003 △706,349

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △446

定期預金の払戻による収入 － 430,446

有形固定資産の取得による支出 △26,994 △18,803

有形固定資産の売却による収入 － 5,993

無形固定資産の取得による支出 △48,959 △133,276

投資有価証券の取得による支出 △357,220 －

投資有価証券の売却による収入 366,394 11,540

有価証券の償還による収入 100,000 －

投資不動産の売却による収入 － 125,372

敷金及び保証金の回収による収入 239,050 156,205

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

4,500 －

その他 2,126 △13,809

投資活動によるキャッシュ・フロー 278,897 563,222

EDINET提出書類

株式会社小林洋行(E03723)

四半期報告書

18/27



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 25,000

長期借入金の返済による支出 － △891

自己株式の取得による支出 △19,796 －

配当金の支払額 △97,746 △94,445

少数株主への配当金の支払額 △33,068 △24,801

財務活動によるキャッシュ・フロー △150,610 △95,137

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △776

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △553,717 △239,041

現金及び現金同等物の期首残高 5,063,163 3,121,130

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,509,446

※1
 2,882,089
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】
　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「賃貸料収入」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第２四

半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「賃貸料収入」は7,232千円であります。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「賃貸料収入」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。なお、前第２四

半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「賃貸料収入」は3,864千円であります。

【追加情報】

　該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、809,166千円であ

ります。　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,029,013千円で

あります。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

　取引所関係費 165,077千円

　人件費 1,817,955 

　貸倒引当金繰入額 8,674 

　商品取引事故引当金繰入額 65,339 

　取引所関係費 146,348千円

　人件費 1,440,386 

　貸倒引当金繰入額 1,620 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

　取引所関係費 83,061千円

　人件費 930,963 

　貸倒引当金繰入額 1,694 

　商品取引事故引当金繰入額 16,243 

　取引所関係費 76,096千円

　人件費 711,871 

　 　 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸　

　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸　

　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

現金及び預金勘定 12,327,435千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金
△6,443,000 

商品取引責任準備預金 △207,103 

外国為替担保預金 △216,884 

外国為替取引顧客分別金

信託
△951,000 

現金及び現金同等物 4,509,446 

　

現金及び預金勘定 10,028,070千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金
△5,933,000 

商品取引責任準備預金 △197,211 

外国為替担保預金 △214,769 

外国為替取引顧客分別金

信託
△801,000 

現金及び現金同等物 2,882,089 

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　10,094千株　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　 　　　650千株　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額　

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 94,445利益剰余金 10平成21年３月31日平成21年６月29日
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至

平成20年９月30日）

　当社グループは、貴金属、農産物、ゴム、石油、砂糖、アルミニウム等商品の売買及び売買の受託など、商品先

物取引業を中心とする営業活動、並びに有価証券の売買等、有価証券の売買等の委託の媒介、有価証券の募集

及び売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱いなどの証券業を行っております。これらの営業活動は、金融そ

の他の役務提供を伴っており、この役務提供と一体となった営業活動を基に収益を得ているため、その事業

区分は、「投資・金融サービス業」であります。そのセグメントの営業収益、営業利益及び資産の金額は、全

セグメントの営業収益の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める割合がいずれも90％超で

あるため、記載を省略しております。　

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　
投資・金融
サービス業
（千円）　　　

その他の事業
（千円）　

計
（千円）　　　

消去又は全社
（千円）　

連結
（千円）　

営業収益　　 1,548,945　 174,394　 1,723,340　 －　 1,723,340　

　営業利益又は営業損失（△）  △1,031,6744,074　 △1,027,600　 17,085　 △1,010,514　

（注）１.　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２.　各区分に属する主要な業務

事業区分　　 主要業務　
投資・金融サービス業　 商品先物取引、金融商品取引（外国為替証拠金取引・証券取引）　
その他の事業　 ゴルフ場施設の運営、太陽光発電機・オール電化機器等の販売及び設置工事　

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至

平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至

平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

海外売上高は、連結営業収益の10％未満のため、記載を省略しております。
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（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　対象物の種類が通貨及び商品であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られます。

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

　商品

 

 

先物取引　

　売建

　買建

    

2,867,866

2,620,572

    

2,810,994

2,562,588

    

56,872

△57,983

合計　 － 　－ 　－ △1,111

　（注）上記商品のデリバティブ取引は貴金属、穀物、石油等の商品先物取引であります。

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

　通貨

 

 

為替予約

　　売建

　　買建

    

9,815,638

7,679,756

    

8,270,370

7,710,298

    

1,545,268

30,542

　合計 － 　－ 　－ 1,575,810

　（注）時価は、期末日の直物相場を使用しております。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,405.14円 １株当たり純資産額 1,496.10円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △12.35円 １株当たり四半期純損失金額（△） △85.60円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（△）（千円） △120,549 △808,491

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △120,549 △808,491

期中平均株式数（千株） 9,763 9,444
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △35.86円 １株当たり四半期純損失金額（△） △43.51円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（△）（千円） △349,701 △410,891

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △349,701 △410,891

期中平均株式数（千株） 9,753 9,444

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

　当第２四半期連結会計期間において、連結子会社㈱共和トラストが受託した商品先物取引に関して１件の損害賠償

請求事件が発生し、現在係争中であります。これは当該会社の不法行為により損害を被ったとして、当該会社を被告と

して損害賠償請求を裁判所に提訴したものであり、損害賠償請求額は102万円であります。これに対して当該会社は、

何ら不法行為は無かったことを主張しております。なお、結審に至るまでは相当期間を要するものと思われ、現時点で

は結果を予想することは困難であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月12日

株式会社小林洋行

取締役会　御中

寺山公認会計士事務所

 
 
 

 公認会計士 寺　山　正　義　印

至 誠 監 査 法 人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 住　田　光　生　印

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社小林洋行の平成

20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小林洋行及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社グループは、前々連結会計年度において

815百万円、前連結会計年度に2,767百万円、当第2四半期連結累計期間に885百万円の大幅な営業損失を連続して計上

し、また、営業キャッシュ・フローも前連結会計年度に5,005百万円、当第2四半期連結累計期間に682百万円のマイナス

となっていることから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記

に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半

期連結財務諸表には反映していない。

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更２.会計処理基準に関する事項の変更に記載のと

おり、第1四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号平成18年７月５日）を

適用して四半期連結財務諸表を作成している。

　会社と私及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

株式会社小林洋行

取締役会　御中

至 誠 監 査 法 人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 住　田　光　生　印

　 　 　 　 　

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 吉　原　　　浩　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社小林洋行の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小林洋行及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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